
熊労発基0424第3号

令和5年4月24日

各位

熊本労働局長

(公印省略)

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程の改正等について

日頃から労働基準行政の推進に格段の御埋解、御協力を賜り厚く御礼申し上げます。

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程(平成30年厚生労働省・国土交通省・環境省告示

第1号。以下「登録規程」といいます。)については、建築物石綿含有建材調査者講習登録

規程の一部を改正する件(令和5年厚生労働省・国土交通省・環境省告示第1号。以下「改

正告示」といいます。)が令和5年3月27日告示・適用されたところです。

本改正等の内容については、下記のとおりですので、貴団体におかれましても、この趣旨

を御理解いただくとともに、会員企業その他関係者に対する本改正等の内容の周知に御協力

を賜りますようお願い申し上げます。
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第1改正趣旨等

1改正趣旨

建築物の通常の使用状態における石綿含有建材に関する調査に加え、建築物の解体又

は改修の作業の前に行う石綿含有建材の使用状況に係る調査(以下「事前調査」という。)

に必要な知識も含む総合的な専門知識を有する者を育成するため、厚生労働省、国土交

通省及び環境省が連携し、平成30年10月に登録規程を定めるなどにより、公正に正確な

石綿含有建材の調査を行うことができる建築物石綿含有建材調査者の育成を図ってき

たところである。

今般、工作物における石綿の使用実態の調査に必要な総合的な専門知識を有する者の

養成を適切に行うため、新たに「工作物石綿事前調査者」制度を設けるとともに、当該

調査者となるために必要な講習の講義内容を定める等の所要の改正を行った。

なお、改正告示により新たに定める工作物石綿事前調査者は、石綿障害予防規則等の

一部を改正する省令(令和5年厚生労働省令第2号)による改正後の石綿障害予防規則

(平成17年厚生労働省令第21号)及び関連告示において、適切に工作物の事前調査を実

施するために必要な知識を有する者として厚生労働大臣が定めるものとして位置付け

られ、一部の工作物等に係る事前調査は当該者に行わせなければならないこととし



定されたところである。

2改正の概要

(1)工作物に使用される石綿の使用実態の調査を行う者で、厚生労働大臣の登録を受け

た講習の講義を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格した者として、「工作

物石綿事前調査者」を新たに規定したこと。

(2)「工作物石綿事前調査者」となるために必要な講習として、「工作物石綿事前調査

者講習」を新たに規定するとともに、当該講習の内容・時間、登録の要件、講習事務

規程に関する事項等を規定したこと。

(3)上記改正に伴い、告示名を「建築物石綿含有建材調査者講習等登録規程」に改めた

こと。

(4)その他所要の改正を行ったこと。

第2細部事項

1工作物石綿事前調査者講習の新設

(1)工作物石綿事前調査制限業種事業者等(改正告示による改正後の登録規程(以下「新

登録規程」という。)第2条第6項、第7項関係)

工作物における石綿の使用実態の調査を公正に正確に行うことができる者の育成

を目的とする工作物石綿事前調査者講習の公正性及び中立性を確保する観点から、

「工作物石綿事前調査制限業種事業者」として、設計・工事監理業(工事請負契約事

務、工事の指導監督、手続の代理等の業務及び建築に関するコンサルタント業務を含

み、工作物に係る業務に限る。)等を規定したこと。あわせで、改正告示による改正

前の登録規程(以下「旧登録規程」という。)の「制限業種事業者」を「建築物石綿

含有建材調査制限業種事業者」と改めたこと。

(2)講師の要件(新登録規程第16条の4第1項第2号関係)

講師の要件については、高等教育機関の教育歴や、学位等で決めている既存の建築

物石綿含有建材調査者講習の考え方を踏襲し、工作物石綿事前調査者又は、学校教育

法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において工学、医学その他の工作物

石綿事前調査者講習事務に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にある者

等を規定したこと。

(3)講義内容等(新登録規程別表第2関係)

講義内容については、工作物の事前調査に必要な知識・技能水準を付与できるよう

になるものとしたこと。具体的には、別紙のとおり、工作物石綿事前調査に関する基

礎知識として関係法令等、また、工作物において使用される石綿含有建材、工作物設

備と防火材料その他の工作物石綿事前調査を行う際に必要となる情報収集に関する

事項や、調査報告書の作成その他の工作物石綿事前調査報告書に関する事項を含めた

こと。

講義の時間等については、同様に、工作物の事前調査に必要な知識・技能水準を付



与できるよう、講義の時間等を設定したこと。具体的には、全部で11時間の講義とし

たこと。また、修了考査については、1時間程度のものを想定していること。

(4)受講資格(新登録規程第16条め6第2項第3号関係)

講習の受講資格については、工作物の事前調査に必要な知識・技能水準を付与でき

るようにするとの趣旨から、工作物に係る一定の学歴や実務経験等を有すること等と

したこと。

このうち、「学校教育法に基づく大学において工学に関する課程を修めて卒業」し

た者には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された

者(工学に関する学科を修めた者に限る。)又はこれと同等以上の学力を有すると認

められる者を・含むこと。「工作物に係る実務経験」とは、具体的には、工作物の研究、

設計、製作又は据付け等の業務の経験をいい、「工作物」とは「石綿障害予防規則等

の一部を改正する省令等の施行について」(令和2年8月4日付け基発0804第8号)

の記の第3の1(1)ア①(イ)で示す工作物であること。また、建築物石綿含有建

材調査者講習の受講資格と同様に、石綿作業主任者技能講習修了者等も受講できるも

のとしたこと。

(5)講i義の受講の免除等(新登録規程第7条第2項第5号、第16条の6第2項第4号関

係)

建築物石綿含有建材調査者講習及び工作物石綿事前調査者講習における基礎知識1、

基礎知識2及び報告書の作成の科目については、同一の内容と整理できることから、

建築物石綿含有建材調査者講習を受講した者については、工作物石綿事前調査者講習

における基礎知識1、基礎知識2及び報告書の作成の科目を免除することができるこ

ととしたこと。同様に、工作物石綿事前調査者講習の受講者については、建築物石綿

含有建材調査者講習における基礎知識1、基礎知識2及び報告書の作成の科目を免除

することができることとしたこと。

なお、修了考査は、事前調査を行うために必要な知識及び技能を修得したかどうか

を判定できるものとするとの規定を踏まえ、受講免除された科目があっても、それら

の範囲を含めて実施することが求められること。

(6)地方支分部局に関わる事務等(新登録規程第17条、第18条、第19条、第20条関係)

講習の登録、報告の徴収、公示、関係行政機関の長の連携、権限の委任等にっいて

は、既存の建築物石綿含有建材調査者講習に係る規定を準用して規定していること。

2建築物石綿含有建材調査者講習との関係

(1)旧登録規程に基づき登録されている建築物石綿含有建材調査者講習機関が、工作物

石綿事前調査者講習を実施する際は、新登録規程の規定に基づく工作物事前調査者講

習の登録を行う必要があること。

(2)建築物石綿含有建材調査者講習と工作物石綿事前調査者講習の両方について、登録

を行った講習機関は、これらを同時に実施することができること。ただし、受講者の

便宜のため、各々の講習についても少なくとも年に1回以上は実施することが望まし



いこと。

(3)建築物石綿含有建材調査者講習と工作物石綿事前調査者講習を同時に実施する場合、

一方の講習を受講した者は、基礎知識1及び2並びに報告書作成の科目について、も

う一方の講習において当該科目の講義の受講を免除することができることから、これ

らの科目を重ねて実施する必要はないこと。

3その他(附則関係)

(1)適用日

改正告示の告示日から適用することとしたこと。

、



建築物石綿含有建材調査者講習登録規程の一部を改正する件

厚生労働省

○国土交通省告示第一号

環境省
厚生労働省

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程(平成三十年国土交通省告示第一号)の一部を次の表のように改
環境省

正し、告示の日から適用する。

令和五年三月二十七日

厚生労働大臣加藤勝信

国土交通大臣斉藤鉄夫レ

一

環境大臣西村睨宏



,

「

(傍線部分は改正部分)

改正後

建築物石綿含有建材調査者講習等登録規程

目次

圃

第一章総則(第一条・第二条)

第二章.建築物石綿含有建材調査者講習(第三条11第十六条)

第三章工作物石綿事前調査者講習(第十六条のニー第十六条の

十二)

第四章雑則(第十七条-第二十条)

第一章.総則

(目的)

第一条この規程は、建築物における石綿含有建材及び工作物にお

ける石綿の使用実態を的確かつ効率的に把握するため、建築物石

綿含有建材調査者講習及び工作物石綿事前調査者講習の登録に関

し必要な事項を定め、公正に正.確な調査を行うことができる者を

育成し、もって建築物及び工作物め維持保全並びに建築物及び工

作物の解体、改造又は補修作業に伴う石綿による労働者の健康障

害及び石綿の排出又は飛散による大気・の汚染の防止に資すること

を目的とする。

(定義)

第二条(略)

2この規程において二般建築物石綿含有建材調査者」とは、建

築物における石綿含有建材の使用実態の調査(以下「建築物石綿

含有建材調査」という。)を行う者で、建築物石綿含有建材調査

に関する講習であってこの規程により厚生労働大臣の登録を受け

改正前
、

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程

(新設)

(新設)

(目的)

第一条この規程は、建築物における石綿含有建材の使用実態を的

確かつ効率的に把握するため、建築物石綿含有建材調査者講習の

登録に関し必要な事項を定め、公正に正確な調査を行うことがで

きる者を育成し、もって建築物の維持保全並びに建築物の解体、

改造又は補修作業に伴う石綿による労働者の健康障害及・び石綿の

排出又は飛散による大気の汚染の防止に資することを目的とする
O

■

(定義)

第二条(略)

2この規程において二般建築物石綿含有建材調査者」とは、建

゜築物における石綿含有建材の使用実態の調査(以下「建築物石綿

含有建材調査」という。)を行う者で、この規程により厚生労働

大臣の登録を受けた講習(以下「建築物石綿含有建材調査者講習

一
2
一
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「

た講習(以下「建築物石綿含有建材調査者講習」という。)の講

義のうち、別表第一の第一欄に規定する建築物石綿含有建材調査

に関する講義(以下「建築物石綿含有建材調査に関する講義」と

いう。)を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格した者

(次項に規定する特定建築物石綿含有建材調査者である者を除く

。)をいう。・

3(略)

4この規程において「=　建て等石綿含有建材調査者」とは、建

築物石綿含有建材調査(=　建ての住宅又は共同住宅の住戸の内

部(別表第一において「=　建て住宅等」という。)に係るもの

に限る。)を行う者で、建築物石綿含有建材調査者講習の講義の

うち、別表第一の第一欄に規定する=　建て等建築物石綿含有建

材調査に関する講義(第五条第一項第三号及び第七条第二項第十

九号において「=　建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義

」という。)を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格し

た者をいう。

5この規程において「工作物石綿事前調査者」とは、工作物にお

ける石綿の使用実態の調査(以下「工作物石綿事前調査」という

。)を行う者で、工作物石綿事前調査に関する講習であってこの

規程により厚生労働大臣の登録を受けた講習(以下「工作物石綿

事前調査者講習」という。)の講義を受講し、かつ、筆記試験に

よる修了考査に合格した者をいう。

61
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い て 「建築物石綿含有建材調査制限業種事業者」

次に掲げる業種に属する事業を行う者をいう。

71この規程において「工作物石綿事前調査制限業種事業者」とは

、次に掲げる業種に属する事業を行う者をいう。

」「設計・工事監理業(工事請負契約事務、工事の指導監督、手

続の代理等の業務及び建築に関するコンサルタント業務を含み

、工作物に係る業務に限る。)

コ建設業(工作物に係る業務に限る。)

」という。)の講義のうち、第七条第二項第五号の表の第一欄に

規定する建築物石綿含有建材調査に関する講義(次項及び第七条

第二項第十八号において「建築物石綿含有建材調査に関する講義

」という。)を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格し

た者(次項に規定する特定建築物石綿含有建材調査者である者を

除く。)をいう。

3(略)

4この規程において「二　建て等石綿含有建材調査者」とは、°建

築物石綿含有建材調査(一戸建ての住宅又は共同住宅の住戸の内

部(第七条第二項第五号の表において「=　建て住宅等」という

。)に係るも.のに限る。)を行う者で、建築物石綿含有建材調査

者講習の講義のうち、第七条第二項第五号の表の第一欄に規定す

る=　建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義(第五条第一

項第三号及び第七条第二項第十九号において「=　建て等建築物

石綿含有建材調査に関する講義」という。)を受講し、かつ、筆

記試験による修了考査に合格した者をいう。

(新設)

引-この規程において「制限業種事業者」

属する事業を行う者をいう。

一～五・(略)

(新設)

とは、次に掲げる業種に

一
3
一



.

コ不動産業(工作物に係る業務に限る。)

四工作物の製造、供給及び流通に関する業

到工作物に使用される石綿の調査及び分析並びに除去等に関す

る業

第二章建築物石綿含有建材調査者講習

(登録の申請)

第三条前条第二項の登録(以下この章において単に「登録」とい

う。)は、建築物石綿含有建材調査者講習の実施に関する事務(

以下「建築物石綿含有建材調査者講習事務」という。)を行おう

とする者の申請により行うものとする。

2・3(略)

(欠格条項)

第四条次の各号のいずれかに該当する者が行う建築物石綿含有建

材調査者講習は、登録を受けることができない。

一～三(略)

(登録の要件等)

第五条厚生労働大臣は、第三条の規定による登録の申請が次・に掲

げる要件の全てに適合しているときは、その登録をするものとす

る。

一別表第一の第一欄に掲げる講義に応じ、それぞれ同表の第二

欄に掲げる科目について講義が行われるものであること。

二～四(略)、

五建築物石綿含有建材調査制限業種事業者に支配されているも

のとして次のいずれかに該当するものでないこと。ただし、申

請者が、労働災害防止団体法(昭和三十九年法律第百十八号)

第八条に規定する労働災害防止団体(第十六条の四第一項第三

(新設)

(登録の申請)

第三条前条第二項の登録(以下単に「登録」という。)は凸建築

物石綿含有建材調査者講習の実施に関する事務(以下「建築物石

綿含有建材調査者講習事務」という。)を行おうとする者の申請

により行うものとする。

(欠格条項)

第四条次の各号のいずれかに該当する者が行う講習は、

けることができない。

一゜～三(略)°,

登録を受

(登録の要件等)

第五条厚生労働大臣は、第三条の規定による登録の申請が次に掲

げる要件の全てに適合しているときは、その登録をするものとす

る。

一第七条第二項第五号の表の第一欄に掲げる講義に応じ、それ

ぞれ同表の第二欄に掲げる科目について講義が行われるもので

あること。

二～四.(略)

五制限業種事業者に支配されているものとして次のいずれかに

該当するものでないこと。ただし、申請者が、労働災害防止団

体法(昭和三十九年法律第百十八号)第八条に規定する労働災

害防止団体である場合その他の建築物石綿含有建材調査者講習

一
4
一
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占 ノ
、

号において単に「労働災害防止団体」という。.)である場合そ

の他の建築物石綿含有建材調査者講習事務を公正に行うことが

できると認められる場合においては、この限りでない。

イ申請者が株式会社である場合にあっては、建築物石綿含有

.建材調査制限業種事業者がその親法人(会社法第八百七十九

条第一項に規定する親法人をいう。第十六条の四第一項第三

号イにおいて同じ。)であること。

ロ申請者の役員に占める建築物石綿含有建材調査制限業種事

翻の役員又は職員(過去二年間に建築物石綿含有建材調査

制限業種事業者の役員又は職員であった者を含む。)の割合

が二分の一を超えていること。.

ハ申請者(法人にあっては、°その代表権を有する役員)が建

築物石綿含有建材調査制限業種事業者の役員又は職員(過去

二年間に建築物石綿含有建材調査制限業種事業者の役員又は

職員であった者を含む。

(略)

(略)

)であること。

(建築物石綿含有建材調査者講習事務の実施)

第七条(略)

2建築物石綿含有建材調査者講習事務は、公正に、かつ、第五条

第一項第三号及び゜第四号に掲げる要件並びに次に掲げる基準に適

合する方法により行うものとする。

一・二(略)

三次のいずれかに該当する者であることを講義の受講資格とす

ること。

イ～へ(略)

ト労働安全衛生法等の一部を改正する法律(平成十七年法律

第百八号)による改正前の労働安全衛生法(第十六条の六第

二項第三号トにおいて「旧安衛法」という)別表第十八第

二十二号に掲げる特定化学物質等作業主任者技能講習を修了

事務を公正に行うことができると認められる場合においては、

この限りでない。

イ申請者が株式会社である場合にあっては、制限業種事業者

がその親法人(会社法第八百七十九条第一項に規定する親法

人をいう。)であること。

ロ申請者の役員に占める制限業種事業者の役員又は職員(過

去二年間に制限業種事業者の役員又は職員であった者を含む

。)の割Aロが二分の}を超えていること。

ハ申請者(法人にあっては、その代表権を有する役員)が制
限業種事業者の役員又は職員(過去二年間に制限業種事業者

の役員又は職員であった者を含む。)であること。

六(略)

2(略)

(建築物石綿含有建材調査者講習事務の実施)

第七条(略)

2建築物石綿含有建材調査者講習事務は、公正に、かつ、第五条

第一項第三号及び第四号に掲げる要件並びに次に掲げる基準に適

合する方法により行うものとする。

一・二(略)

三次のいずれかに該当する者であることを講義の受講資格とす

ること。・

イ～へ(略)

ト労働安全衛生法等の一部を改正する法律(平成十七年法律

第百八号)による改正前の労働安全衛生法別表第十八第二十

二号に掲げる特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した

者で、.建築物石綿含有建材調査に関して五年以上の実務の経

一
5
一
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した者で、建築物石綿含有建材調査に関して五年以上の実務

の経験を有する者

チ～ヲ(略)

四(略).

五講義は、別表第一の第一欄に掲げる講義の区分ごとに、それ

.それ同表の第二欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の第三欄

に掲げる内容について、それぞれ同表の第四欄に掲げる時間以

上行うこと。ただ・し、第三号イに該当する者については、建築

物石綿含有建材調査に関する基礎知識1の科目を、工作物石綿

事前調査者講習の講義を受講した者(その受講開始日の属する

年度の末日から起算して二年を経過するまでの者に限る。)及

び工作物石綿事前調査者については、建築物石綿含有建材調査

に関する基礎知識1及び2並びに建築物石綿含有建材調査報告

書の作成の科目を免除することができる。

(削る)

験を有する者

チ～ヲ(略)

四(略)

五講義は、次の表の第一欄に掲げる講義の区分ごとに、それぞ

れ同表の第二欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の第三欄に

掲げる内容について、それぞれ同表の第四欄に掲げる時間以上

行うこと。ただし、第三号イに該当する者については、建築物

石綿含有建材調査に関する基礎知識1の科目を免除することが

できる。

鶉1科目劉1時間

建築物石建築物石綿労働安全衛生法その他関係一時間

゜綿含有建含有建材調法令、建築物と石綿、石綿

材調査に関する講劃査に関する関連疾患及び石綿濃度と健基礎知識1康リスクに係る建築物石綿

含有建材調,査の基礎知識に関する事項

建築物石綿大気汚染防止法、建築基準一時間

含有建材調法その他関係法令、リスク

査に関する・コミュニケーションその

基礎知識2他の建築物石綿含有建材調

査全般にわたる基礎知識に関する事項

一
6
一
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」

石綿含有建建築一般、建築設備と防火四時間

材の建築図材料、石綿含有建材、建築

面調査図面その他の建築物石綿含

有建材調査を行う際に必要

となる情報収集に関する事圓

現場調査の調査計画、事前準備、現地四時間

実際と留意創調査、試料採取、現地調査
の記録方法、建材中の石綿分析その他の現地調査に関する事項

建築物石綿調査票の記入、調査報告書一時間

含有建材調の作成、所有者等への報告

査報告書のーその他の建築物石綿含有建
作成材調査報告書に関する事項

一戸建て等建築物建築物石綿含有建材調労働安全衛生法その他関係法令、建築物と石綿、石綿一時間
石綿含有建材調査査に関する関連疾患及び石綿濃度と健基礎知識1康リスクに係る建築物石綿

に関するー含有建材調査の基礎知識に

講義.関する事項建築物石綿大気汚染防止法、建築基準一時間

含有建材調法その他関係法令、リスク

査に関する・コミュニケーションその

基礎知識2他の建築物石綿含有建材調

査全般にわたる基礎知識に

一
7
一
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六講義は、別表第一の第二欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同

表の第三欄に掲げる内容を含む適切な教材を用いて行うこと。

七～十四(略)

十五新たに終了考査に合格した者(筆記試験による修了考査に

合格しなかった者を除く。第十六条第一項第五号において同じ

。)に対し、°建築物石綿含有建材調査者講習の終了後、その事

実を証する書類(以下「建築物石綿含有建材調査者講習修了証

明書」という。)を交付すること。

十六・十七(略)

十八建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講した者(一般

関する事項

=　建て住一戸建て住宅等の定義、種一時間

宅等におけ類、使用される石綿含有建

る石綿含有材、電気・空調設備と防火

建材の調査,材料その他の建築物石綿含有建材調査を行う際に必要

となる情報収集に関する事劇

現地調査の調査計画、事前準備、現地三時間

実際と留意創調査、現地調査の記録方法、建材中の石綿分析その他

の現地調査に関する事項

建築物石綿調査票の・記入、調査報告書一時間」
含有建材調の作成、所有者等への報告

査報告書の鯛その他の建築物石綿含有建材調査報告書に関する事項

六講義は、前号の表の第二欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同

表の第三欄に掲げる内容を含む適切な教材を用いて行うこと。

七～十四(略)

十五新たに終了考査にAロ格した者(筆記試験による修了考査に

合格しなかった者を除く。第十六条第一項第五号において同じ

。)に対し、建築物石綿含有建材調査者講習の終了後、その事

実を証する書類(以下「修了証明書」という。)を交付するこ

と。

十六・十七(略)

十八建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講した者(一般

一
8
一

♂
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建築物石綿含有建材調査者を除く。)については、その受講開

始日の属する年度の末日から起算して二年を経過する日までの

間に実施される建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講し

た者とみなすこと。

十九=　建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講し

た者については、その受講開始目の属する年度の末日から起算

七て二年を経過する日までの間に実施される=　建て等建築物
石綿含有建材調査に関する講義を受講した者とみなすこと。

3～5(略)

(建築物石綿含有建材調査者講習事務規程)

・第十条建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、次に掲げる事

項を記載した建築物石綿含有建材調査者講習事務に関する規程を

定め、建築物石綿含有建材調査者講習事務の開始前に、厚生労働

大臣に届け出るものとする。これを変更しようとするときも、同

様とする。

一～八(略)

九建築物石綿含有建材調査者講習修了証明書の交付及び再交付

に関する事項

十～十五(略)

2(略)

(登録の取消し等)

第十五条厚生労働大臣は、建築物石綿含有建材調査者講習実施機

関が次の各号のいずれか.に該当するときは、当該建築物石綿含有

建材調査者講習実施機関が行う講習の登録を取り消し、又は期間

を定めて建築物石綿含有建材調査者講習事務の全部又は一部の停

止を指示することができる。この場合において、厚生労働大臣は

、あらかじめ国土交通大臣及び環境大臣にその旨を通知するもの

とする。

一～四(略)

建築物石綿含有建材調査者を除く。)については、その受講の

,則の属する年度の末目から起算して二年を経過する日までの間

に実施される建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講した

者とみなすこと。

十九=　建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講し

た者については、その受講の日の属する年度の末日から起算上
て二年を経過する日までの間に実施される}戸建て等建築物石

・綿含有建材調査に関する講義を受講した者とみなすこと。

355(略)

(建築物石綿含有建材調査者講習事務規程)

第十条建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、次に掲げる事

項を記載した建築物石綿含有建材゜調査者講習事務に関する規程を

定め、建築物石綿含有建材調査者講習事務の開始前に、厚生労働

大臣に届け出るものとする。これを変更しようとするときも、同

様とする。

一～八(略)

九修了証明書の交付及び再交付に関する事項

十～十五(略)

2(略)

(登録の取消し等)

第十五条厚生労働大臣は、建築物石綿含有建材調査者講習実施機

関が次の各号のいずれかに該当するときは、当該建築物石綿含有

建材調査者講習実施機関が行う講習の登録を取り消し、又は期間

を定めて建築物石綿含有建材調査者講習事務の全部又は一部の停

止を指示することができる。この場合において、厚生労働大臣は

、あらかじめ国土交通犬臣及び環境大臣にその旨を通知するもの

とする。

一～四(略)

一
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五正当な理由がないのに第十七条第一項の規定による報告を求

められて、報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。

六(略)

2(略)

(帳簿の記載等)

第十六条建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、次に掲げる

事項を記載した帳簿を備えるものと.する。

一・二(略)

三講義及び実地研修を行った講師の氏名並びに当該講師が当該

講義において担当した科目及びその時間

四(略)

五修了考査に合格した者にあっては、前号に掲げる事項のほか

、建築物石綿含有建材調査者講習修了証明書の交付年月日及び

証明書番号

2～4(略)

第三章工作物石綿事前調査者講習

(登録の申請)

第十六条の二第三条(第三項第一号ホを除く。)の規定は、工作

物石綿事前調査者講習について準用する。この場合において、同

条第一項中「前条第二項」とあるのは「第二条第五項」と、第三

条第三項中「第五条第]項第三号イからホまで」とあるのは「第

十六条の四第一項第二号イからハまで」と、°「次条」とあるのは

「第十六条の三において読み替えて準用する第四条」と、「前号

ハからヌまで」とあるのは「前号ハ、二及びへか゜らヌまで」と読

み替えるものとする。

(欠格条項)

第十六条の三第四条の規定は、工作物石綿事前調査者講習につ゜い

五正当な理由がないのに第十七条の規定による報告を求められ

て、報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。.

六(略)

2(略)

(帳簿の記載等)

第十六条建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、次に掲げる

事項を記載した帳簿を備えるものとする。

一・二(略)

三講義及び実地研修を行った講師の氏名並びに当該講師が講義

において担当した科目及びその時間

四(略)

五修了考査に合格した者にあっては、前号に掲げる事項のほか

、修了証明書の交付年月日及び証明書番号

2㌢4(略)

(新設)

(新設)

(新設)

一
1
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て準用する。この場合において、同条第二号中「第十五条第一項

レとあるのは
O

「第十六条の十一第一項」と読み替えるものとする

(登録の要件等)

第十六条の四厚生労働大臣は、第十六条の二において読み替えて

準用する第三条の規定による登録の申請が次に掲げる要件の全て

に適Aロしているときは、その登録をするものとする。

一別表第二の上欄に掲げる科目について講義が行われるもので

あること。

コ次のいずれかに該当する者が講義の講師として.工作物石綿事
前調査者講習事務に従事するものであること。

引・工作物石綿事前調査者

d学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校

において工学、医学その他の工作物石綿事前調査者講習事務

に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあり、若

しくはこれらの職にあった者又は工学、医学その他の工作物

石綿事前調査者講習事務に関する科目の研究により博士の学

位を授与された者

ペイ又はロのいずれかに該当する者と同等以上の知識及び経

験を有する者

ヨエ作物石綿事前調査制限業種事業者に支配されているものと

して次のいずれかに該当するものでないこと。ただし、申請者

が、労働災害防止団体である場合その他の工作物石綿事前調査

者講習事務を公正に行うことができると認められる場合におい

ては、この限りでない。

引申請者が株式会社である場合にあっては、工作物石綿事前

調査制限業種事業者がその親法人であること。

d申請者の役員に占める工作物石綿事前調査制限業種事業者

の役員又は職員(過去二年間に工作物石綿事前調査制限業種

事業者の役員又は職員であった者を含む。)の割合が二分の

(新設)

一
1
1
一

「



、

一を超えていること。

ぺ申請者(法人にあっては、その代表権を有する役員)が工

作物石綿事前調査制限業種事業者の役員又は職員(過去二年

間に工作物石綿事前調査制限業種事業者の役員又は職員であ

った者を含む。)であること。・

四工作物石綿事前調査者講習事務を管理する者が置かれている
こと。

訓登録は、工作物石綿事前調査者講習登録簿に次に掲げる事項を

記載してするものとする。

」「登録年月日及び登録番号.

二工作物石綿事前調査者講習事務を行う者(以下「工作物石綿・

事前調査者講習実施機関」という。)の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては、その代表者の氏名

ヨ工作物石綿事前調査者講習事務を行う事務所の名称及び所在

地
1

画工作物石綿事前調査者講習事務を開始する年月日

(登録の更新)

第十六条の五第六条の規定は、工作物石綿事前調査者講習につい

て準用する。この場合において、同条第二項中「前三条」とある

のは「第十六条の二において読み替えて準用する第三条(第三項

第一号ホを除く。〉、第十六条の三において読み替えて準用する

第四条及び第十六条の四」と読み替えるものとする。

(工作物石綿事前調査者講習事務の実施)

第十六条の六第七条第一項及び゜第三項から第五項までの規定は、

工作物石綿事前調査者講習について準用する。

訓工作物石綿事前調査者講習事務は、公正に、かつ、第十六条の

四第一項第二号に掲げる要件及び次に掲げる基準に適合する方法

により行うものとする。

一工作物石綿事前調査者講習を毎事業年度一回以上行うこと。

(新設)

(新設)

一
1
2
一
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「

コ工作物石綿事前調査者講習を講義及び筆記試験による修了考

査を行う方法により行うこと。

ヨ次のいずれかに該当す・る者であることを講義の受講資格とす

ること。

引労働安全衛生法別表第十八第二十三号に掲げる石綿作業主

任者技能講習を修了した者

司学校教育法による大学(短期大学を除く。)において、工

学に関する正規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業

した後、工作物に関して二年以上の実務の経験を有する者

凶学校教育法による短期大学(修業年限が三年であるものに

限り、同法による専門職大学の三年の前期課程を含む。)に

おいて、工学に関する正規の課程又はこれに相当する課程(

夜間において授業を行うものを除く。)を修めて卒業した後

(同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後

。二において同じ。)、工作物に関して三年以上の実務の経

験を有する者

判学校教育法による短期大学(同法による専門職大学の前期

課程を含む。)又は高等専門学校において、工学に関する正

規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、工作

物に関して四年以上の実務の経験を有する者

者を除く。)

(ハに該当する

訓学校教育法による高等学校又は中等教育学校において、工
学に関する正規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業

ト
1へ

1

した後、工作物に関して七年以上の実務の経験を有する者

工作物に関して十一年以上の実務の経験を有する者

旧安衛法別表第十八第二十二号に掲げる特定化学物質等作

業主任者技能講習を修了した者で、工作物石綿事前調査に関

リ
1チ

1

して五年以上の実務の経験を有する者

建築行政に関して二年以上の実務の経験を有する者

環境行政(石綿の飛散の防止に関するものに限る。)に関

して二年以上の実務の経験を有する者

■

一
1
3
一



列労働安全衛生法第九十三条第一項の産業安全専門官若しく

は労働衛生専門官又は同項の産業安全専門官若しくは労働衛

生専門官であった者

川労働基準監督官として二年以上その職務に従事した経験を

有する者

刻ロからルまでのいずれかに該当する者と同等以上の知識及
び経験を有する者

四講義は、別表第二の上欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表

の中欄に掲げる内容について、それぞれ同表の下・欄に掲げる時

ノ

間以上行うこと。ただし、前号イに該当する者については、工

作物石綿事前調査に関する基礎知識1の科目を、建築物石綿含

有建材調査に関する講義を受講した者(その受講開始日の属す

る年度の末日から起算して二年を経過するまでの者に限る。)

、一般建築物石綿含有建材調査者及び特定建築物石綿含有建材

調査者についてはへ工作物石綿事前調査に関する基礎知識1及

び2並びに工作物石綿事前調査報告書の作成の科目を免除する

ことができる。

刮講義は、別表第二の上欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表

の中欄に掲げる内容を含む適切な教材を用いて行うこと。

因講義の講師は、講義の内容に関する受講者の質問に対し、

義中に適切に応答すること。

講

匂修了考査は、講義を行った後に行い、工作物石綿事前調査を

行うために必要な知識及び技能を修得したかどうかを判定でき

るものとすること。

川.工作物石綿事前調査者講習を実施する日時、場所その他のエ
作物石綿事前調査者講習の実施に関し必要な事項を公示するこ
『

川.不正な受講を防止するための措置を講じること。

刊終了した修了考査の問題及び当該修了考査の合格基準を公表
すること。

十】新たに修了考査に合格した者に対し、工作物石綿事前調査

一
1
4
一

幽

..
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者講習の終了後、その事実を証する書類(以下「工作物石綿事

前調査者講習修了証明書」という。)を交付すること。

十二講義を受講し、かつ、修了考査に合格しなかった者に対し

、その申請により、

ること。

講義を受講したことを証する書類を交付す

十三講義を受講した者については、その受講開始日の属する年

度の末日から起算して二年を経過する日までの間に実施される

講義を受講した者とみなすこと。

(定期講習)

第十六条の七工作物石綿事前調査者講習実゜施機関は、工作物石綿

事前調査者に対して、工作物石綿事前調査に必要な知識及び技能

の維持向上を図るための講習を定期的に実施することができる。

(登録事項の変更の届出)

第十六条の八工作物石綿事前調査者講習実施機関は、第十六条の

四第二項第二号から第四号までに掲げる事項を変更しようとする

ときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を厚生労

働大臣に届け出るものとする。

(工作物石綿事前調査者講習事務規程等)

第十六条の九第十条(第一項第六号を除く。)から第十二条まで

の規定は、工作物石綿事前調査者講習実施機関について準用する

。この場合において、第十条第一項第十四号中「第十六条第一項

」とあるのは「第十六条の十一

」と読み替えるものとする。

一において準用する第十六条第一項

(適合勧告等)

第十六条の十第十三条及び第十四条の規定は、工作物石綿事前調

゜査者講習実施機関について準用する。この場合において、第十三

条中「第五条第一項各号」とあるのは「第十六条の四第一項各号

(新設)

(新設)

(新設)

(新設)

一
1
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一
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■

」と、第十四条中「第七条第一項又は第二項」とあるのは「第十

六条の六第一項において準用する第七条第一項又は第十六条の六

第二項」と読み替えるものとする。

(登録の取消し等)

第十六条の十一厚生労働大臣は、工作物石綿事前調査者講習実施

機関が次の各号のいずれかに該当するときは、当該工作物石綿事

前調査者講習実施機関が行う講習の登録を取り消し、又は期間を

定めて工作物石綿事前調査者講習事務の全部又は一部の停止を指

示することができる。この揚合において、厚生労働大臣は、あら

かじめ国土交通大臣及び環境大臣にその旨を通知するものとする
引1°°

」「第十六条の三において準用する第四条第一号又は第三号に該

当するに至ったとき。

コ第十六条の六第一項において準用する第七条、第十六条の六

第二項、第十六条の八、第十六条の九において読み替えて準用

する第十条、第十一条若しくは第十二条第一項又は次条におい

て読み替えて準用する第十六条の規定に違反したとき。

ヨ・正当な理由がないのに第十六条の九において準用する第十二

条第二項の規定による請求を拒んだとき。

四正当な理由がないのに前条において読み替えて準用する第十

三条又は第十四条の規定による勧告に従わなかったとき。

到正当な理由がないのに第十七条第二項において準用する同条

第一項の規定による報告を求められて、報告をせず、又は虚偽

2[

占 ノ
、

の報告をしたとき。

不正の手段により登録を受けたとき。

第十五条第二項の規定は、工作物石綿事前調査者講習実施機関

について準用する。この場合において、同項中「前項各号」とあ

るのは「第十六条の十一第.一項各号」と読み替えるものとする。

(.帳簿の記載等)

(新設)

'

一
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幽

第十六条の十二第十六条の規定は、工作物石綿事前調査者講習実

施機関について準用する。この場合において、同条第一項第三号

中「講義及び実地研修」

する。

第四章雑則

とあるのは「講義」と読み替えるものと

(報告の徴収)

第十七条(略)

2 前項の規定は、工作物石綿事前調査者講習実施機関について準

用する。

(公示)

第十八条厚生労働大臣は、

るものとする。

次に掲げる場合には、その旨を公示す

一

二
三

第二条第二項又は第五項の登録をしたとき。

第九条又は第十六条の八の規定による届出があったとき。

第十一条(第十六条の九において準用する場合を含む。)の

規定による届出があったとき。

四第十五条若しくは第十六条の十一の規定により登録を取り消
し、又は建築物石綿含有建材調査者講習事務若しくは工作物石

綿事前調査者講習事務の停止を指示したとき。

(関係機関の長の連携)

第十九条厚生労働大臣は、°

ときは、遅滞なく、

するものとする。

2厚生労働大臣は、第九条、

第二条第二項又は第五項の登録をした

その旨を、国土交通大臣及び環境大臣に通知

第十条及び第十一条(これらの規定

を第十六条の九において読み替えて準用する場合を含む。)並び

に第十六条の八の規定による届出があったときは、その旨を国土

交通大臣及び環境大臣に通知するものとする。

(新設)

(新設)

(報告の徴収)

第十七条(略)

(新設)

(公示)

第十八条厚生労働大臣は^次に掲げる場合には、

るものとする。

一登録をしたとき。

二第九条の規定による届出があったとき。

三第十一条の規定による届出があったとき。

その旨を公示す

四第十五条の規定により登録を取り消し、又は建築物石綿含有

建材調査者講習事務の停止を指示したとき。

(関係機関の長の連携)

第十九条厚生労働大臣は、登録をしたときは、遅滞なく、

を、国土交通大臣及び環境大臣に通知するものとする。

その旨

2厚生労働大臣は、第九条から第十一条までの規定による届出が

あったときは、その旨を国土交通大臣及び環境大臣に通知するも

のとする。

一
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3厚生労働大臣は、第十三条若しくは第十四条(これらの規定を

第十六条の十において読み替えて準用する場合を含む。)の規定

による勧告をし、又は第十七条第一項(同条第二項において準用

する場Aロを含む。).の規定による報告を求めようとす・る場合にお

いて、必要があると認めるときは、国土.交通大臣又は環境大臣に

意見を求めることができる。

4国土交通大臣又は環境大臣は、必要があると認めるときは、厚

生労働大臣に対し、第十三条若しくは第十四条(これらの規定を

第十六条の十において読み替えて準用する場合を含む。)の勧告

又は第十七条第.一項(同条第二項において準用する場合を含む。

)1の報告の徴収をすべきことを要請するこどができる。

5(略)

(権限の委任)

第二十条この規程に規定する厚生労働大臣の権限は、 第三条第二

項第二号(第十六条の二において準用する場合を含む。)及び第

五条第二項第三号の事務所又は第十六条の四第二項第三号の事務

所のうち主たるものの所在地を管轄する都道府県労働局長に委任

する。ただし、厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げな

い。

2この規程に規定する国土交通大臣の権限は、第三条第二項第二

号(第十六条の二において準用する場合を含む。)及び第五条第

二項第三号の事務所又は第十六条の四第二項第三号の事務所のう

ち主たるものの所在地を管轄する地方整備局長又は北海道開発局

長に委任する。ただし、国土交通大臣が自らその権限を行うこと

を妨げない.

3この規程に規定する環境大臣の権限は、第三条第二項第二号刈

第十六条の二において準用する場合を含む。)及び第五条第二項

第三号の事務所又は第十六条の四第二項第三号の事務所のうち主

たるものの所在地を管轄する地方環境事務所長に委任する。ただ

し、環境大臣が自らその権限を行うことを妨げない。

3厚生労働大臣は、第十三条若しくは第十四条の規定による勧告

をし、又は第十七条の規定による報告を求めようとする揚Aロにお

いて、必要があると認めるときは、国土交通大臣又は環境大臣に

意見を求めることができる。

4国土交通大臣又は環境大臣は、必要があると認めるときは、厚

生労働大臣に対し、.第十三条若しくは第十四条の勧告又は第十七

条の報告の徴収をすべきことを要請することができる。

5(略)

(権限の委任)

第二十条この規程に規定する厚生労働大臣の権限は^第三条第二

項第二号及び第五条第二項第三号の事務所のうち主たるものの所

在地を管轄する都道府県労働局長に委任する。ただし、厚生労働

大臣が自らその権限を行うことを妨げない。

2この規程に規定する国土交通大臣の権限は、第三条第二項第二

号及び第五条第二項第三号の事務所のうち主たるものの所在地を

管轄する地方整備局長又は北海道開発局長に委任する。ただし、

国土交通大臣が自らその権限を行うことを妨げない。.

3この規程に規定する環境大臣の権限は、第三条第二項第二号及

び第五条第二項第三号の事務所のうち主たるものの所在地を管轄

する地方環境事務所長に委任する。ただし、環境大臣が自らその

権限を行うことを妨げない。
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別表第一(第二条、第五条、第七条関係)

「1講義1科目1内容1時間

建築物石建築物石綿含有建材調労働安全衛生法その他関係法令、建築物と石綿、石綿一時間綿含有建

材調査に関する講調F査に関する関連疾患及び石綿濃度と健
基礎知識1康リスクに係る建築物石綿

含有建材調査の基礎知識に

関する事項

建築物石綿大気汚染防止法、建築基準.一時間

含有建材調法その他関係法令、リスク・コミュニケーションその査に関する

基礎知識2他の建築物石綿含有建材調

査全般にわたる基礎知識に

関する事項

石綿含有建建築一般、建築設備と防火四時間

材の建築図材料、石綿含有建材、建築.

面調査図面その他の建築物石綿含

有建材調査を行う際に必要

となる情報収集に関する事劇

現場調査の調査計画、事前準備、現地四時間

実際と留意創調査、試料採取、現地調査
の記録方法、建材中の石綿分析その他の現地調査に関
する事項

(新設)

「
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一

」



'

建築物石綿調査票の記入、調査報告書一時間

含有建材調の作成、所有者等への報告

査報告書のーその他の建築物石綿含有建
作成材調査報告書に関する事項

=　建て建築物石綿労働安全衛生法その他関係一時間

等建築物含有建材調法令、建築物と石綿、石綿

石綿含有建材調査査に関する関連疾患゜及び石綿濃度と健基礎知識1康リスクに係る建築物石綿

に関するi含有建材調査の基礎知識に
講義関する事項

建築物石綿大気汚染防止法、建築基準一時間

含有建材調法その他関係法令、リスク

査に関する・コミュニケーションその他の建築物石綿含有建材調基礎知識2

査全般にわたる基礎知識に

関する事項

一戸建て住=　建て住宅等の定義、種一時間

宅等におけ類、使用される石綿含有建

る石綿含有建材の調査材、電気・空調設備と防火材料その他の建築物石綿含

有建材調査を行う際に必要

となる情報収集に関する事劇

現場調査の実際と留意劇調査計画、事前準備、現地三時間調査、現地調査の記録方法

、建材中の石綿分析その他

・

一
2
0
一

■

■

,
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別表第二(第十六条の四、第十六条の六関係)

1科目1内容ー時間

工作物石労働安全衛生法その他関係法令、工作物一時間

綿事前調と石綿、石綿関連疾患及び石綿濃度と健

査に関する基礎知-識1康リスクに係る工作物石綿事前調査の基礎知識に関する事項
工作物石大気汚染防止法、建築基準法その他関係一時間

綿事前調法令、リスク・コミュニケーションその

査に関す他の工作物石綿事前調査全般にわたる基

る基礎知1識2.礎知識に関する事項

石綿使用工作物一般、工作物と防火材料、石綿含四時間

に係る工有建材、工作物の図面その他の工作物石

作物図面・ー綿事前調査を行う際に必要となる情報収
調査集に関する事項

現場調査調査計画、事前準備、現地調査、試料採四時間

の実際と取、.現地調査の記録方法、工作物で使用

(新設)
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の査綿工留
作報事作意
成告前物点

書調石

査者調査さ
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